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第２節 地域循環共生圏等の形成 

地域循環共生圏は、地域資源を持続可能な形で最大限活用しつつ、地域間で補完し

支え合うことで、人口減少や少子高齢化の下でも環境・経済・社会の統合的向上を図

りつつ、新たな成長につなげようとする概念です。この概念は、第五次環境基本計画

（平成 30 年４月閣議決定）で提唱されたものですが、環境・経済・社会の統合的向

上の具体化の鍵の一つであり、我が国初の脱炭素化・SDGs の実現に向けた考え方と

言えます。36 

この地域循環共生圏の構築に向けた地域の循環資源を活用する取組として、廃棄物

処理施設を地域のエネルギーセンターとして、廃棄物エネルギーの供給による地域産

業の振興、災害時の防災拠点としての活用、環境教育・環境学習の場の提供等の機能

を備えることにより、地域の課題解決や地域活性化に資する廃棄物処理施設整備を進

めることが重要とされています。 

また、家畜ふん尿、食品廃棄物、下水汚泥、プラスチック、金属等の循環資源も「地

域循環共生圏」の創造に不可欠な地域資源です。循環資源は、技術的・経済的に可能

な範囲で環境負荷の低減を最大限考慮することで、狭い地域で循環させることが適切

なものはなるべく狭い地域で循環させ、広域で循環させることが適切なものについて

は循環の「環」を広域化させるなど、各地域・各資源に応じた最適な規模で循環させ

る必要があります。併せて廃棄物処理に経済的な効果を加えた循環経済を構築するこ

とで、環境負荷の低減が継続して図られることが期待できます。 

第４章で述べた「地域循環圏」は、循環資源ごとに適正な循環の「環」の大きさが

あり、それぞれを組み合わせて重層的にすることで、全体として、地域の中でそれぞ

れの資源がきちんと循環する姿をつくるとの概念で、そこから低炭素・脱炭素や自然

共生に広げていくことで「地域循環共生圏」の考え方につながります。 

県では、前述した４Ｒにより、できる限り廃棄物の発生抑制を進めるとともに、や

むを得ず廃棄物になったものを適切にリサイクルし、再資源化により地域へ還元させ

ていくことを推奨し、その取組が個人、地域、社会全体へと浸透していくことを後押

しします。 

さらに、地域循環共生圏では、サイバー空間とフィジカル空間の融合により、経済

発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（以下「Society5.0」）の実現

により、脱炭素化・SDGs の実現を目指しています。 

県では、Society5.0 時代を見据えて、県内のあらゆる分野にてデジタルトランスフ

ォーメーション（DX）37を行うことで、県民や地場企業に加え、県外の方々からも本

県を魅力的な地域にするための戦略（長野県 DX 戦略）を令和２年７月に策定しまし

 
36 令和元年版 環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書より抜粋 
37 「デジタル技術」と「データ」を活用して、既存の業務プロセス等の改変を行い新たな価値を創出して新たな社会の 

仕組みに変革すること。 
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た。 

これに基づき、廃棄物の分野においてもデジタルトランスフォーメーションを踏ま

えて脱炭素化・SDGs の実現を目指していきます。 

※廃棄物関連は上記図中の資源循環ビジネス（廃棄物、食料、プラ等の先進的リサイクル）、廃棄物発電

＆熱利用、原材料レベルへの還元をベースとする循環イノベーション（廃プラスチックからの再生）等 

（出典：環境省ホームページ） 

（https://www.env.go.jp/seisaku/list/kyoseiken/pdf/kyoseiken_02.pdf） 

図 6-2-1 地域循環共生圏の図 
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 Society5.0 とは、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に

融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会

（Society）のことで、狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society 

3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本

計画において我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱されました。 

 食品ロスの分野においては、各家庭の冷蔵庫内の食品情報、店舗の在庫情報、市場

情報といった様々な情報を含むビッグデータを AI で解析することにより、「冷蔵庫の

食材管理が自動でなされ、必要な分だけ発注・購入することができ、食品ロスが削減

すること」や「生産者や店舗としても顧客ニーズに合った生産や発注、在庫管理を行

うこと」ができるようになり、社会全体として食品ロスの削減が期待されています。 

 

 世界的な人口増加に伴う資源・エネルギー・食料需要の増大、廃棄物量の増加、気候

変動をはじめとする環境問題の深刻化等を受け、大量生産・大量消費・大量廃棄型の線

形経済から、サーキュラー・エコノミーへの移行（transition）を中長期的に進めてい

く必要性が高まっています。 

 サーキュラー・エコノミーは、従来の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の

取組に加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、ストックを有効活用しながら、サービス

化等を通じて付加価値を生み出す経済活動のことを指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：経済産業省ホームページ サーキュラー・エコノミー及びプラスチック資源循環ファイナンス研究会報告書を

加工して作成）https://www.meti.go.jp/press/2020/01/20210119001/20210119001.html 

コラム 循環経済（サーキュラー・エコノミー）

コラム Society5.0（内閣府HPより）
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